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はじめに 

 

2025年の農林業センサスを活用し 2020年～2025年の農業経営体数と経営耕地面積の動向を分析したところ、

赤石地区が町内で最も農業経営体数と経営耕地面積の減少率が大きいことが分かりました。また、農研機構の地

域農業動向予測システムで公表している 2025 年の赤石地区の農業経営体数の予測値から－48％と大幅に下回る

結果となっていました。 

このため、赤石地区の農業委員、農地利用最適化推進委員、担い手（認定農業者、法人、非法人の集落営農）

と分析結果についての意見交換を実施しました。意見交換の中で担い手から、離農する農家が多く農地を引き受

けてくれという要望が多くあるが、農地を引き受けるためには、新たに多額の投資をする必要であり、いつどれ

だけの農地が供給されてくるのかがわからなければ、投資をすることができず、結果として農地を引き受けられ

ないという意見が出されました。 

このため、赤石地区の今後の農地の需給見通し、いつどれぐらいの農地が供給されてくるのか、また農地の貸

借・売買について事前に合意したい意向があるのかを明らかにするための営農意向調査を実施しました。 

＜営農意向調査実施状況＞ 

 調査時期：2026 年 2月 17 日～3 月 9 日 

  調査方法：ＪＡいわて中央 赤石地区農家組合長を通じ調査票の配布と回収を実施 

  調査対象：個人経営体 約 300 戸（複数の組合員がいる農家があるため配布数と戸数が一致しない） 

       法人・集落営農 10経営体 

  回答数：個人経営体 265 戸（記載していない項目があるため、調査項目ごとの回答農家数が異なる） 

      法人・集落営農 8経営体   

回答率：個人経営体 約 88％ 

    法人・集落営農 80％ 

 

この調査結果を踏まえて、今後次の点について検討を進める必要があると考えられます。 

〇農地の受け皿となる大規模水田作経営体の育成 

〇時期別マッチング地図の作成 

〇農地の継承意向を事前に登録する制度の創設 

 

本報告書では、今後の施策の考え方として提案しているもので、報告書を公表する時点では、赤石地区で具体

的な施策として実施されているものではありませんが、赤石地区をはじめとする他の地区の地域計画の実現に向

けた取組を協議する場で参考資料として活用していただければ幸いです。 
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1.要  約 

本報告書は、紫波町内で最も農業経営体数および経営耕地面積の減少が著しい赤石地区を対象に実施した

「営農意向調査」の結果を分析し、将来的な農地継承に向けた具体的な施策を提案するものです。 

赤石地区では、担い手の減少に伴い農地の供給が需要を大幅に上回る見通しとなっており、この需給ギャ

ップを埋めるための対応が急務となっています。 

 

〇赤石地区における営農・農地の現状 

2026 年 2 月から 3月にかけて実施された個人経営体（回答数 265 戸）および組織経営体（回答数 8経営

体）への調査により、以下の実態が明らかになりました。 

・農業従事者の高齢化と後継者不足 

個人経営体の約 57％が 70 歳以上であり、後継者については「いない」または「将来とも従事しない」

とする回答が全体の 7割を超えています。 

農業後継者の状況 構成比 

農業後継者はいない 42% 

将来とも農業に従事しない 30% 

将来農業を継承する 16% 

既に農業に従事している 9% 

・営農意向と農地の需給ミスマッチ 

今後 5 年以内の営農意向では、32％が「農業をやめる」と回答しています。農地の意向についても、「貸

したい」「売りたい」とする供給側の農家が圧倒的に多く、「借りたい」「購入したい」とする需要側は極め

て少数にとどまっています。 

農地の供給意向: 貸したい（32％）、売りたい（25％） 

農地の需要意向: 借りたい（2％）、購入したい（2％） 

・将来的な農地需給の見通し 

調査結果および地域農業動向予測システムに基づくと、赤石地区では長期的に約 200ha の農地が供給さ

れると推察されます。これに対し、現在の認定農業者による農地の吸収余力は 20ha 程度（供給量の約

10％）しかなく、農地の受け皿となる経営体の確保・育成が不可欠と考えられます。 

 

〇調査から見えた現場の課題と懸念事項 

自由記述形式の回答からは、個別の農家の努力では解決できない切実な不安が浮き彫りとなりました。 

・インフラの老朽化: 基盤整備から 30 年が経過し、暗渠排水やパイプラインの劣化が営農の妨げとなっ 

          ています。 

・労働力不足: 育苗や田植えなどの委託作業における人員確保が困難になりつつあり、組織の存続が危ぶ 

まれています。 

・マッチングの困難さ: 「貸したいが相手が見つからない」「飛び地で効率が悪いため返却したい」とい

った、農地情報の不足に関する課題が挙げられています。 
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〇課題解決に向けた 3つの提言 

調査結果を踏まえ、本報告書では赤石地区の農地を守るための具体的な方策を提案します。 

①大規模水田作経営体の育成 

既存の担い手だけでは供給される農地を吸収しきれないため、集落営農の法人化促進や、スマート

農業を導入した大規模経営体の育成する必要があります。他県の先進事例（茨城県のメガファーム育

成事業等）を参考に、集中的な支援体制を構築することが求められます。 

②時期別マッチング地図の作成 

出し手は「健康を害した」などの突発的な理由で離農する傾向にありますが、受け手は急な投資判

断ができないという時間的ミスマッチが存在します。 

短期（1～2年）、中期（3～5年）、長期（6～10 年）の時期別に農地の貸出予定を可視化した地図を

作成し、担い手が計画的な機械・設備投資を行える環境を整える必要があります。 

③「農地の継承意向を事前に登録する制度」の創設 

農地の貸借や売買について、事前に「時期・面積・相手」を登録・合意しておく制度（仮称：赤石

地区農地継承事前登録制度）が必要と考えられます。 

この制度により、出し手は将来の不安を解消でき、受け手は 5～10 年先を見据えた確実な経営計画   

    を策定することが可能になります。 
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2.報告書スライド版 

  報告書の内容を理解しやくするため、報告書を NotebookＬＭのソースに登録しスライドを作成しましたの

で参考までにご覧ください。但し、スライドでは不正確な表現もありますので、正確な数字と図表は報告書の

本文をご覧ください。 
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3.個人経営体の項目別集計分析結果 

（１）回答農家の年齢階層 

    営農意向調査の回答農家数の合計は 265 戸で、回答農家数が最も多い年齢階層は 70～79歳の 113 戸

（43％）、次いで 60～69歳の 69戸（26％）、80 歳以上も 37 戸（14％）となっています。 

 

表 3-1 年齢階層回答農家数と構成比 

年齢階層 回答農家数 構成比 

40～49 歳 9 3% 

50～59 歳 25 9% 

60～69 歳 69 26% 

70～79 歳 113 43% 

80歳以上 37 14% 

記載なし 12 5% 

合  計 265 100% 

 

 

（２）所属している農家組合 

   農家組合別の回答農家数は、平沢上 38戸、藤沼 28戸、赤石 7区 22戸が多くなっています。 
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（３）参加している組織 

参加組織別回答農家数は、アグリ紫波が 38 戸で最も多く、次いで北日詰 35戸、平沢上通 28戸とな

っています。 

 

 

（４）農業後継者の状況 

  農業後継者の状況別回答農家数は、農業後継者がいないが 111 戸（42％）で最も多く、次いで将来

とも農業に従事しないが、78 戸（30％）、将来農業を継承するが 43 戸（16％）、既に農業に従事してい

るが 23戸（9％）となっています。 

表 3-2 農業後継者の状況別回答農家数 

農業後継者の状況 回答農家数 構成比 

農業後継者はいない 111 42% 

将来とも農業に従事しない 78 30% 

将来農業を継承する 43 16% 

既に農業に従事している 23 9% 

記載なし 7 3% 

合       計 262 100% 
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（５）営農の意向 

   今後 5年程度の営農の意向は、現状維持が 147 戸（56％）で最も多く、次いで農業をやめるが 83 戸

（32％）、規模を縮小するが 15 戸（6％）、規模を拡大するが 5 戸（2％）となっています。 

表 3-3 営農の意向別回答農家数 

営農の意向 回答農家数 構成比 

現状維持 147 56% 

農業をやめる 83 32% 

規模を縮小する 15 6% 

規模を拡大する 5 2% 

記載なし 12 5% 

合    計 262 100% 

 

 

 

（６）農地の意向 

   農地の意向は、貸したいが 84戸（32％）で最も多く、次いで売りたいが 66戸（25％）となってい

ますが、農地を借りたいが 6戸（2％）、農地を購入したいが 5戸（2％）となっており、農地の供給農

家数が農地の需要農家数を圧倒的に上回っています。 

表 3-4 農地の意向別回答農家数 

農地の意向 回答農家数 構成比 

貸したい 84 32% 

売りたい 66 25% 

借りたい 6 2% 
購入したい 5 2% 
記載なし 100 38% 
合    計 261 100% 
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（７）農地を貸し出す意向 

  農地を貸す意向は、貸す予定なしが 93 戸（27％）で最も多く、貸す予定があるのは 33戸（10％）

となっています。ちなみに現在既に貸している農家は 85戸（32％）となっています。 

   農地を貸す時期は、4～5年以内が 44 戸（17％）で最も多く、次いで 2～3年が 7戸（3％）、来年か 

ら、が 6戸（2％）となっています。 

   農地を貸す相手は、誰でもいいが 44 戸（17％）、希望する相手があるが 26 戸（10％）となっていま 

す。 

表 3-5 農地を貸す予定別回答農家数 

貸す予定 回答農家数 構成比 

予定なし 93 27% 
予定あり 33 10% 
記載なし 136 39% 

合   計 262 100% 

既に貸している 85 32% 

 

 

 

               表 3-6 農地を貸す時期別回答農家数 

貸す時期 回答農家数 構成比 

来年から 6 2% 
2～3 年以内 7 3% 

4～5 年以内 44 17% 

記載なし 205 78% 

合   計 262 100% 
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表 3-7 農地を貸す相手別回答農家数 

貸す相手 回答農家数 構成比 

希望する相手がある 26 10% 

誰でもいい 44 17% 

記載なし 192 73% 
合    計 262 100% 

 

 

  

26
44

192

0

50

100

150

200

250

相手がある 誰でもいい 記載なし

図3-9 貸す相手別回答農家数



- 16 - 

 

（８）農地を売却する意向 

   農地を売却する時期は、4～5年以内が 33戸（13％）、2～3年以内が 13 戸（5％）、来年からが 12

戸（5％）となっています。 

    農地を売却する相手は、誰でもいいが 57戸（22％）、希望する相手があるが 13戸（5％）となって

います。 

表 3-8 農地を売却する時期別回答農家数 

売る時期 回答農家数 構成比 

来年から 12 5% 

2～3 年以内 13 5% 
4～5 年以内 33 13% 
記載なし 204 78% 
合   計 262 100% 

 

 

 

表 3-9 農地を売る相手別回答農家数 

農地を売る相手 回答者農家数 構成比 

希望する相手がある 13 5% 

誰でもいい 57 22% 

記載なし 192 73% 

合   計 262 100% 
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（９）農地の貸借や売買について合意したい時期の意向 

   農地を貸借や売買する際の合意したい時期は、その時に合意したいが 87 戸（33％）、事前に合意し

たいが 76 戸（29％）となっています。 

    合意したい内容は、相手が 63 戸（19％）、時期が 50戸（15％）、面積が 43 戸（13％）となってい

ます。 

              表 3-10 合意したい時期別回答農家数 

合意したい時期  回答農家数 構成比 

事前に合意したい  76 29% 

その時に合意したい  87 33% 

記載なし  99 38% 
合    計  262 100% 

 

 

 

表 3-11 合意したい内容別回答農家数 

事前に合意したい内容 回答農家数 構成比 

相手 63 19% 
時期 50 15% 
面積 43 13% 

記載なし 178 53% 
合計 334 100% 
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（10）農地の供給見込み面積 

    回答農家の経営耕地面積の合計は 475haで、うち所有地が 277ha、借地が 110ha、既に貸し付けてい

る貸付面積が 63ha となっています。貸付予定面積は 67ha、販売予定面積は 50ha となっています。 

   営農意向別の経営耕地面積は、現状維持が 309ha、規模拡大が 67ha、農業廃業が 50ha、規模縮小が

44ha となっています。 

農業後継者の状況別の経営耕地面積は、既に農業に従事が 123ha、将来農業を継承するが 110ha、農

業後継者はいないが 135ha、将来とも農業に従事しないが 82haとなっています。 

短期的に供給されてくると見込まれる農地は、貸付と販売を予定している経営耕地面積の合計 117ha

と考えられます。中期的には、農業廃業や規模縮小の意向を持っている農家が離農した場合に、94ha の

農地が供給されてくる可能性があります。長期的には、農業後継者がいない農家や農業後継者が将来と

も農業に従事しない農家が離農した場合には、217ha の農地が供給されてくる可能性があります。（回答

農家の合計） 

地域農業動向予測システムの予測値では、赤石地区の個人経営体数は 2025 年 99 戸、2030 年 73戸、

2035 年 53戸に減少し、離農した農家から供給されてくる面積は、2030 年に 115ha、2035 年 166haと

なっています。 

2026 年２月の意向調査に基づいて試算した供給農地面積と 2020 年の農林業センサスのデータを活用

して予測している農業動向予測システムの予測値は、試算したデータの時期と予測方法が異なるため、

将来の供給農地は必ずしも一致しませんが、傾向としては同じで。長期的には約 200ha 程度の農地が供

給されてくるのではないかと推察されます。 
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4.農家組合別集計分析結果 

（１）農業後継者の状況 

    回答農家数が少ない農家組合があるため、おおよその傾向としてみる必要がありますが、農業後継者

がいない割合が高い農家組合は、北日詰、大日堂、平沢中、犬渕第一、蔭沼となっています。 

農業後継者が将来とも農業に従事しない農家の割合が高い農家組合は、平沢北、犬渕第二、箱清

水、赤石７区となっています。 

後継者が将来農業を継承する農家の割合が高い農家組合は、桜町南、高木となっています。 

農業後継者が既に農業に従事している農家の割合が高い農家組合は、犬渕、甘木、犬渕第一となっ

ています。  

表 4-1 農家組合別農業後継者の状況 

組合名 
農業後継者

がいない 

将来とも農業に

従事しない 

将来農業を

継承する 

既に農業

に従事 
記載なし 合計 

京田 6 5 1 2 2 16 

北日詰 6 1 2 1 1 11 

大成 6 5 1 1 0 13 

大日堂 11 4 2 1 0 18 

平沢上 11 12 8 6 1 38 

平沢中 12 1 3 0 0 16 

平沢北 5 11 7 0 0 23 

廿木 4 4 4 3 0 15 

桜町北 2 1 1 0 0 4 

桜町南 2 0 2 0 0 4 

犬渕 1 1 1 1 0 4 

犬渕第一 9 4 0 3 0 16 

犬渕第二 2 3 2 0 0 7 

箱清水 4 6 2 1 1 14 

蔭沼 17 7 2 2 0 28 

赤石 7 区 8 10 2 0 2 22 

野岸 1 0 0 0 0 1 

高木 1 2 2 0 0 5 

合計 108 77 42 21 7 255 
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図4-1 農業後継者がいない農家割合
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（２）営農の意向 

回答農家数が少ない農家組合があるため、おおよその傾向としてみる必要がありますが、現状維持の

農家割合が高い農家組合は、北日詰、平沢中、甘木、桜町北、桜町南、野岸となっています。 

規模拡大の農家の割合が高い農家組合は、箱清水、京田、大日堂。規模縮小の農家割合が高い組合

は犬渕、高木となっています。 

農業をやめる意向の農家の割合が高い農家組合は、大成、大日堂、犬渕第一、犬渕第二、蔭沼とな

っています。 

表 4-2 農家組合別営農の意向 

農家組合名 現状維持 規模拡大 規模縮小 農業廃業 記載なし 合計 

京田 9 1 0 6 0 16 

北日詰 8 0 1 2 0 11 

大成 6 0 1 6 0 13 

大日堂 8 1 1 8 0 18 

平沢上 22 0 1 13 2 38 

平沢中 13 0 1 1 1 16 

平沢北 11 0 3 6 3 23 

廿木 15 0 0 0 0 15 

桜町北 4 0 0 0 0 4 

桜町南 3 0 0 1 0 4 

犬渕 1 0 2 1 0 4 

犬渕第一 6 0 0 10 0 16 

犬渕第二 4 0 0 3 0 7 

箱清水 6 1 2 4 1 14 

蔭沼 11 0 2 11 4 28 

赤石 7 区 14 0 0 7 1 22 

野岸 1 0 0 0 0 1 

高木 3 0 1 1 0 5 

合計 145 3 15 80 12 255 
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図4-5 現状維持意向農家割合



- 23 - 

 

 

  

 
 

6%

0% 0%

6%

0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

7%

0% 0% 0% 0%

1%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

図4-6 規模拡大意向農家割合

0%

9% 8%
6%

3%
6%

13%

0% 0% 0%

50%

0% 0%

14%

7%

0% 0%

20%

6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

図4-7 規模縮小意向農家割合

38%

18%

46% 44%

34%

6%

26%

0% 0%

25% 25%

63%

43%

29%

39%

32%

0%

20%

31%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
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（３）農地の意向 

回答農家数が少ない農家組合があるため、おおよその傾向としてみる必要がありますが、農地を購

入したという意向がある農家組合は、蔭沼、箱清水となっています。 

農地を借りたいという意向の農家がいる農家組合は、京田、桜町北、大日堂、平沢中となっていま

す。 

農地を貸したい農家の割合が高い農家組合は、犬渕、犬渕第一、北日詰、桜町北、大成、平沢北、

甘木となっています。 

農地を売りたい農家の割合が高い農家組合は、赤石７区、犬渕第一、犬渕第二、京田、箱清水、平

沢中となっています。 

 

表 4-3 農家組合別農地の意向 

地区名 購入したい 借りたい 貸したい 売りたい 記載なし 計 

赤石 7 区     7 8 7 22 
犬渕     3   1 4 
犬渕第１     8 6 3 17 

犬渕第２     1 4 2 7 

蔭沼 3   10 3 13 29 
北日詰     5   6 11 
京田   1 5 6 4 16 
桜町北   1 2 1   4 
桜町南         3 3 
大成     6 2 5 13 
大日堂   2 6 4 5 17 
高木       1 5 6 
野岸         1 1 
箱清水 1   2 6 5 14 
平沢上     9 12 17 38 
平沢北     10 4 9 23 
平沢中   1 1 6 8 16 
甘木     8   7 15 
合計 4 5 83 63 101 256 
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図4-9 農地を購入したい農家割合
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5.項目間のクロス集計分析結果 

（１）農業後継者の状況と営農の意向 

   規模拡大意向の農家では、農業後継者が既に農業に従事、農業後継者が将来は農業に従事する農家が

多くなっていますが、農業を廃止する農家では、農業後継者なし、農業後継者が将来とも農業に従事し

ない農家が多くなっています。 

   規模を縮小する農家では、農業後継者がいない農家が多くなっています。 

 

表 5-1 農業後継者の状況と営農の意向 

農業後継者の状況 規模拡大 現状維持 規模縮小 農業廃止 

既に農業に従事 3 17 1 1 
将来農業を継承 1 38 4 0 
農業後継者なし 0 53 7 46 

将来も農業に従事せず 1 34 2 36 
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図5-1 営農の意向と農業後継者の状況
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（２）農業後継者の状況と農地の意向 

   農地を貸したい、売りたい農家は、両者とも農業後継者なし、農業後継者が将来とも農業に従事し

ない農家が多くなっています。 

 

表 5-2 農業後継者の状況と農地の意向 

農業後継者の状況 購入したい 借りたい 貸したい 売りたい 記載なし 合計 

農業後継者なし 0 3 36 39 33 111 

将来とも農業に従事しない 1 0 34 23 20 78 

将来農業を継承する 2 0 7 4 30 43 
既に農業に従事 2 3 6 0 12 23 

記載なし 0 0 2 0 5 7 

合      計 5 6 85 66 100 262 
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6.農地の貸借や売買について合意したい時期の集計分析結果 

（１）農家組合別合意したい時期の意向 

回答農家数が少ない農家組合があるため、おおよその傾向としてみる必要がありますが、農地の貸

借や売買をする際の合意は、その時に合意したい農家の割合が高い農家組合は、京田、平沢上、平沢

北、桜町北となっています。 

農地の貸借や売買する際の合意は、事前にしたいという意向の農家の割合が高い農家組合は、北日

詰、犬渕第一、犬渕第二となっています。 

犬渕第一、犬渕第二、箱清水では、事前に合意したいという意向の農家割合がその時に合意する割

合を大きく上回っています。 

表 6-1 農家組合別合意したい時期の意向 

農家組合名 その時合意 事前に合意 記載なし 合計 

京田 8 4 4 16 
北日詰 3 5 3 11 
大成 4 4 5 13 
大日堂 7 5 6 18 
平沢上 17 8 13 38 
平沢中 6 2 8 16 
平沢北 11 5 7 23 
廿木 4 3 8 15 
桜町北 2 1 1 4 
桜町南 1 1 2 4 
犬渕 1 1 2 4 
犬渕第一 3 10 3 16 
犬渕第二 0 6 1 7 
箱清水 2 4 8 14 
蔭沼 8 8 12 28 
赤石 7 区 7 7 8 22 
合計 87 76 94 257 
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（２）営農の意向と合意したい時期の意向 

   規模拡大意向の農家では、その時に合意と事前に合意の割合は同じとなっていますが、農業を廃止す

る意向の農家では、事前に合意したい農家の割合が高く、現状維持の意向の農家では、その時に合意す

る意向の農家の割合が高くなっています。 

表 6-2 営農の意向と合意したい時期の意向 

 合意したい時期 規模拡大 現状維持 規模縮小 農業廃止 記載なし 合計 

その時に合意 1 51 5 26 5 88 
事前に合意 1 32 4 37 2 76 

記載なし 3 64 6 20 7 100 
合   計 5 147 15 83 14 264 

 

 

（３）農地の意向と合意したい時期の意向 

農地を借りたい意向の農家では、事前に合意したい農家の割合が高く、農地を貸したい意向の農家で

は、その時に合意したい農家の割合が高くなっています。 

農地を売りたい農家では、事前に合意したい農家の割合が高くなっています。 

 

表 6-3 農地の意向と合意したい時期の意向 

合意したい時期 購入したい 借りたい 貸したい 売りたい 記載なし   計 

その時に合意 1 1 36 22 27 87 
事前に合意 0 3 32 29 12 76 
記載なし 4 2 17 15 61 99 
合   計 5 6 85 66 100 262 
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（４）農業後継者の状況と合意したい時期の意向 

農業後継者なしの農家と農業後継者が将来とも農業に従事しない農家では、その時に合意と事前に

合意の割合がほぼ同じとなっていますが、農業後継者が将来農業を継承する農家では、そのときに合意

する農家の割合が高くなっています 

表 6-4 農業後継者の状況と合意したい時期の意向 

合意したい時期 
農業後継
者なし 

将来も農業に
従事しない 

将来農業を
継承する 

既に農業に
従事 

記載なし 合計 

その時に合意 37 28 17 2 3 87 
事前に合意 40 27 4 4 1 76 

記載なし 34 23 22 17 3 99 

合計 111 78 43 23 7 262 

 

（５）農地の意向別の事前の合意を希望する農家数 

農地の意向別の事前の合意を希望する農家数は、売りたい農家は、29 戸。貸したい農家は、32 戸。借

りたい農家では、3 戸となっています。売りたい、貸したい農家では事前の合意を希望する農家が多くな

っています。 

表 6-5 農地の意向別の事前の合意を希望する農家数 

農地の意向 回答農家数 
売りたい 29 
貸したい 32 
借りたい 3 
記載なし 12 
合 計 76 
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図6-6 農業後継者の状況と合意時期の農家割合
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7.自由記述内容の分析結果 

（１）項目別要約 

①後継者不足と労働力確保の強い懸念  

・多くの農業者が高齢化しており、後継者不足や将来的な労働力不足に対する不安が顕著です。 

・5～10 年後には労働力不足により生産組合などの存続が危ぶまれるとの声や、育苗や田植えなどの

委託作業における人員確保の課題、農業従事者の減少に伴う確保の方法についての問題提起が寄せ

られています。 

②農地等の維持管理とインフラの老朽化  

・基盤整備から 30 年が経過し、暗渠排水の不良やパイプライン、給水栓などの設備の劣化を心配す    

る声が複数上がっています。 

・用水路の下流や農振地域の境界付近で整備が行き届いておらず、土側溝のままで土地改良区に相談

しても対応されないといったインフラ未整備に関する切実な悩みも見られます。 

・未整備の農地や、離農者の増加による田畑の荒廃に対する不安も示されています。 

③農地の貸借・売買・集約に関する課題  

・小規模農地であることなどから「貸す相手を見つけるのが困難」といった悩みや、売り手と買い手  

の情報をマッチングする仲介システム・情報提供の要望が出ています。 

・飛び地が多く作業効率の悪い借地を返還したいという声や、地区外の農地を早く売りたい、親族へ 

の相続を打診しているなど、農地の扱いに関する多様な意向が存在します。 

・一方で、農地を集約して規模を拡大し、組織として効率的に収益を図るべきだという前向きな意見

もあります。 

④組織的対応と今後の営農のあり方  

・今後の農業は大規模化と機械化が主流になると見据え、その準備が必要との指摘があります。 

・一方で、小規模農家が休耕したり作業を委託したりするケースが増える中で、「JA 等で農地を維持

管理する会社を作り、人材を育てながらいつでも耕作できる状態に保全する」といった新しい仕組

みの提案や、数年間隔で専門に耕作を担ってくれる組織の誕生を望む声など、個人の努力を超えた

組織的な対応が求められています。 

・また、赤石地区全体での組織作りや課題解決を望む意見もあります。 

⑤制度や環境の変化に対する戸惑い 

・ 宅地化が進むことで農作業がしづらくなってきたという周辺環境の変化への不満や、農振除外地

第一種農地に指定されているため転用ができず、維持管理の補助金も受けられないという農地区

分・制度の見直しを求める声があります。 

・さらに、政策による規模拡大が地域の文化や教養の継承に悪影響を及ぼすのではないかという懸念

も示されています。 
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（２）農家組合別要約 

     記述農家数が少ないため、農家組合別のおよその傾向としてご覧ください。 

    

農家組合 主 な 意 見 ・ 課 題 の 要 約 

蔭沼 ・条件の悪い（飛び地等）借地の返還希望。高齢化と後継者不在への対策として、JA等によ

る農地維持管理会社の設立と人材育成の提案。 

大成 ・農地の集約化・規模拡大による効率的な収益確保の必要性。 

・多くの農家での事業承継への課題。 

北日詰 ・育苗や田植えなどの委託作業における人員確保の必要性。 

 

箱清水 

・離農による農地荒廃への不安。 

・用水路や水利設備の未整備・老朽化と対応不足。 

・転用も補助金利用もできない農地区分の見直し要望。 

桜町北 ・赤石地区全体をまとめる組織の不在。 

・後継者がいないことへの懸念。 

桜町南 ・小規模であるため、農地の貸出先を見つけるのが困難。 

平沢上 ・耕作放棄地増加への懸念。 

・農地を貸したい・売りたいが、相手を探すための仲介や情報提供への強い要望。 

平沢中 ・整備後 30年経過による暗渠やパイプライン等のインフラ劣化。 

・安定作付と省力化の必要性。 

・規模拡大政策が地域文化に与える影響への懸念。 

平沢北 ・5～10 年後の労働力不足と組合存続の危機。 

・インフラ老朽化の懸念 

・専門に耕作してくれる組織の設立要望 

・今後の農業従事の方向性の模索。 

廿木 ・後継者がいないことへの悩み。 

・未整備の農地が存在することへの課題。 

犬渕 ・大規模な借地（900a）の返還希望。 

・農業従事者の減少・不足と、その確保策についての問題提起。 

犬渕第一 ・親族への農地相続の打診中。 

・将来が見えないことへの不安。 
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8.組織経営体（法人、集落営農）の集計分析結果 

  組織経営体の調査対象は 10 経営体でしたが、回答数は 8 経営体で集落営農の２経営体からは回答がありま

せんでしたので、調査分析結果はおよその傾向としてご覧ください。 

回答農家数のうち法人の構成員となっている農家数は 98戸、非法人の集落営農（以下集落営農という。）の

構成員となっている農家数が 128 戸となっています。 

  経営耕地面積は、法人の構成員の合計が 140ha、集落営農の構成員の合計が 161ha と集落営農の方が若干多

くなっています。 

作物別面積は、法人は、水稲の作付面積が多く、集落営農は、小麦をはじめとする転作作物の作付面積が多

くなっています。 

  経理の状況は、集落営農は、転作作物の一元経理と水稲の枝番管理をしている経営体が多く、法人は、水稲

と転作を一元的に経理している経営体が多くなっています。 

オペレータの年齢では、集落営農は 60～69歳が 12 人で最も多く、50～59歳と 75歳以上が 7人となって

いますが、後継者となる 50歳以下のオペレータがいません。一方、法人では、40～49 歳のオペレータが 3

人います。 

オペレータの確保では、増加すると回答したのは、法人 1経営体、現状維持が集落営農 3 経営体、減少す

るは法人と集落営農が各 1 経営体となっています。 

今後の経営規模は、法人と集落営農とも現状維持が 2 経営体、借地で規模拡大するのは、法人 1 経営体、作

業受託で規模拡大するのは、集落営農 1 経営体となっています。 

経営上の課題は、法人は、高齢化 2 経営体、オペレータの確保 2 経営体となっており、集落営農は、構成

員の減少が 4経営体で最も多く、次いで高齢化 2経営体、機械施設の老朽化 2経営体、低収益 1 経営体とな

っています。 

法人化では、単独で法人化すると回答している集落営農は 1 経営体のみで、他の集落営農は法人化しない

が 3経営体、連携して法人化すると回答した集落営農はありませんでした。 

経営規模の変更時期では、来年からとしているのは、法人 1 経営体、4～5年と回答しているのは法人 1経

営体と集落営農２経営体となっています。2～3 年と回答している経営体はありませんでした。 
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9.課題解決に向けた対応方向 

（１）赤石地区の農地の需給見通し 

  赤石地区の認定農業者の経営形態別の経営体数は、法人４経営体（20％）、個人経営 16 戸（80％）、経

営耕地面積は、法人経営 251ha（64％）、個人経営 140ha（36％）となっており、法人経営は経営体数で

は、少ないものの経営耕地のシェアが高く、地域の農地の受け皿とて重要な役割を果たしています。 

赤石地区の農地の需要量を認定農業者の経営改善計画を基に次の計算式で試算しています。 

  認定農業者拡大目標面積＝目標経営面積－現状経営面積 

 農地需要量＝Σ認定農業者拡大目標面積 

赤石地区の農地需要量＝法人経営 7ha＋個人経営 14ha＝合計 21ha と試算されます。 

現在の経営面積に対する拡大目標面積率は、法人経営が 3％、個人経営が 10％となっており、現在の

認定農業者の経営耕地の拡大余力は小さい状況となっています。赤石地区で最大の経営面積を持ってい

る法人では、経営面積を縮小する計画となっており、法人の拡大余力も限られている状況です。 

赤石地区で長期的に供給されてくる農地面積は約 200ha程度と見込まれますので、現在の認定農業者

だけでは、供給されてくる農地の 10％程度しか吸収できないのではないかと懸念されます。 

 

25,137 , 64%

13,999 , 36%

図9-2 赤石地区認定農業者の経営耕地面積(a、構成比％)

法人経営計 個人経営計

4 , 20%
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図9-1 赤石地区認定農業者の経営体数（戸、構成比％）
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（２）農地の受け皿となる大規模水田作経営体の育成 

既存の認定農業者の規模拡大だけでは、供給されてくる農地の 10％程度しか吸収できないのではな

いかと懸念されるため、現在の認定農業者の経営規模拡大と併せて非法人の集落営農の法人化による経

営の持続と経営規模拡大を進め、大規模水田作経営体の育成を戦略的に進める必要があると考えられま

す。 

また、このような取り組みを進めても供給されてくる農地を吸収しきれない場合は、地区外から担い

手や新規就農者を確保したり、企業の農業参入を進める必要があると考えられます。 

大規模水田作経営体の確保・育成に取り組んでいる先行事例としては、次の事例があります。 

これらの先行事例を参考にしながら、紫波町でも大規模水田作経営体の確保・育成を進めていく必要

があると考えられます。 

 

大規模水田作経営体の確保・育成施策の先進事例 

自治体・地域 
施策・取組の核

心 
施策のポイント 

茨城県 

茨城モデル水稲

メガファーム育

成事業 

30ha 規模の経営体を短期間で 100ha 超へ成長させることを目標とした集中

支援策。県農林事務所内に「農地集積」と「経営技術」の専門チームを編成し、

スマート農業（ロボットトラクター等）の導入と、綿密な作業スケジュールの

構築をセットで伴走支援する。 

新潟県弥彦村 

法人連携による

「株式会社伊彌

彦」の設立 

地区内の 3 つの農事組合法人が連携して新会社を設立し、販売・ブランド化

を一元化。個別の法人では導入が難しい大型機械（えだまめコンバイン等）を

共同利用して高収益化を図るとともに、20 代～50代の若手・中堅を正社員とし

て雇用し、次世代のリーダーを育成する。 

富山県 

（魚津市等） 

基盤整備と連動

した「とやま型」

成長支援 

未整備の小規模圃場を大規模に区画整理（例：347 筆を 11筆へ集約）し、徹

底した排水対策を実施。大型機械が走行可能な「稼げる農地」としてパッケー

ジ化した上で、たまねぎやキャベツ等の高収益作物を導入する大規模経営体や

企業へ優先的に貸し付け、経営を安定させる。 
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（３）時期別マッチング地図の作成 

    農地を貸し出す農家は、自分が健康で農業を続けられるうちは、現状維持を希望する農家が多いこと

から、貸し出す契機は、健康を害した時や農業機械施設が故障した時が多く、突発的に農地の貸付依頼

が発生します。 

一方、農地の受け皿となる担い手は、現状の経営規模に適合した機械施設で営農しているため、突発

的な農地の貸付依頼があっても引き受けることが難しい状況にあります。新たに農地を引き受けるため

には、機械施設に多額の追加投資が必要となりますが、いつどれだけの農地が貸し出されるか見通せな

い状況では、新たな設備投資が難しく、結果として農地を引き受けることが困難な状況にあります。 

    現在の地域計画の目標地図は、10 年後に農地 1 筆ごとにだれが耕すかを協議して決める方式がとられ

ていますが、平均年齢 70 歳の農業者が集まって 10 年後にだれが耕すかを決めるのは現実的に困難です。   

そこで、受け手農家の計画的な投資の参考にできるよう、短期（1～2 年）、中期（3 年～5 年）、長期（6

年～10年）の時期別のマッチング地図を作成することが必要と考えられます。 

時期別マッチング地図作成フロー（案） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の農地の意向調査 

時期別農地貸出地図作成 

①短期貸出意向地図（1年～2 年） 

②中期貸出意向地図（3年～5 年）  

 ③長期貸出意向地図（6 年～10 年） 

エリア別受け手地図作成 

時期別マッチング地図

作成 

農地の出し手 

＜調査項目＞ 

・氏名 

・農地情報（地番・面積・条件）、 

・意向（貸付／売却）、 

・希望時期（短期：1年～2 年／中期：

3 年～5 年／長期：6 年～10年）、 

・希望相手（任意） 

農地の受け手 

＜調査項目＞ 

・経営体名 

・拡大意向（借地、購入）、 

・希望エリア 

・希望面積 

・作付け作目 
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（４）農地の継承意向を事前に登録する制度の創設 

    赤石地区の営農意向調査では、農地の貸借や売買について事前に合意したい農家の割合は約 3割あり

ます。特に農業を廃止したい農家、農地を借りたい農家、売りたい農家、農業後継者がいない農家、将

来とも後継者が農業に従事しない農家では、事前に合意したい意向を持っている農家の割合が高くなっ

ています。 

また、農地を貸し出す時期は、来年が 2％、２年～３年が 3％、４年～５年が 17％と 4年～５年と長

期的に貸し出す意向の農家が多くなっています。 

農地の貸借や売買について事前に合意したいという農家の希望への対応と貸し手と受け手の時間的な

ミスマッチを解消するために、農地の貸借や売買についての意向を事前に登録し、農地の出し手と受け

手が安心して農地を継承できる制度の創設が必要と考えられます。 

 

仮称：赤石地区農地継承事前登録制度（素案） 

〇制度の目的 

本制度は、農地の貸借・売買について事前に登録することにより、農地の出し手と受け手の時間的なミ

スマッチを解消し、将来の農地の円滑な継承を目指すものです。 

農地の受け手の設備投資計画のための正確な資料とするために、意向調査に基づく時期別マッチング地

図の作成と合わせて、将来の農地の貸借・売買について農地の出し手と受け手の間で合意した内容をマッ

チング台帳として登録しておくものです。 

〇制度の仕組み 

（1）出し手意向登録（貸し手・売り手） 

＜登録項目＞ 

氏名、農地情報（地番・面積・条件）、意向（貸付、売却）、 

希望時期（短期：1 年～２年、中期：3 年～５年、長期：6 年～10 年）、 

希望相手（任意） 

（2）受け手意向登録（借り手、買い手） 

＜登録項目＞ 

経営体名、拡大意向（借地、購入）、希望エリア、希望面積、作付け作目 

(3)マッチング地図案作成 

地域での協議：（仮称）赤石地区農地利用最適化推進会議（集落あるいはエリア単位） 

時期別地図作成：（短期：1 年～２年、中期：3年～５年、長期：6 年～10 年） 

（4）マッチング台帳 

農地ごとに、将来の引受相手、移行時期、条件（賃料等）を登録 
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農地継承事前登録制度の考え方を先行して実施している事例は次の通りです。赤石地区でも先行事例の取

組を参考にしながら農地継承事前登録制度の創設を検討する必要があると考えられます。 

 

農地継承事前登録制度の先行事例  

自治体名 制度・取組名 事前登録・マッチングの具体的な仕組み 赤石地区への示唆（ポイント） 

山形県川

西町 

農地情報バ

ンク（事前登

録制） 

離農の 3～5年前から「出し手」情報を登録。

担当の**「地域コーディネーター」**が、その

情報を持って担い手と先行交渉を行う。 

**「早期登録」**によって、担い手

が 5 年先の経営計画（機械投資な

ど）を立てやすくなる。 

秋田県大

潟村 

農地流動化

調整システ

ム 

入植時からの「公社」による一元管理。離農

意向を数年前から把握し、公社が次の耕作者を

**「公募・選定」**する予約型。 

「誰に貸すか」を個人の判断ではな

く、地域のルール（公募）に委ねる

ことで公平性を担保。 

新潟県上

越市 

地域営農組

織による農

地調整 

市内全域の「地域営農組織」が農地台帳を管

理。「目標地図」の作成過程で、5～10 年先の

引受け先をあらかじめ内定させる。 

行政任せではなく、**「集落単位の

話し合い」**で将来の耕作者を予約

し、地域で守る体制。 

 

＜各事例の詳細解説＞ 

〇山形県川西町：伴走型マッチングモデル 

「農地中間管理事業（農地バンク）」をフル活用しつつ、町独自の「地域コーディネーター」が動いていま

す。 

• 予約の仕組み: 「意向調査」で終わらせず、コーディネーターが「あと 5年で辞める」と答えた農家を個

別訪問し、具体的な「事前登録票」を作成します。これを担い手に提示し、「将来の予約」としての合意

を取り付けます。 

• メリット: 「辞めてから探す」のではなく「辞める準備を一緒にする」ことで、農地の空白期間（荒廃）

をゼロにしています。 

 

〇秋田県大潟村：計画的な世代交代モデル 

大潟村は全農地が大規模かつ均一であるため、特殊な環境ではありますが、「農地の私物化を防ぎ、最適な

担い手に引き継ぐ」という思想が徹底しています。 

• 予約の仕組み: 離農を考える農家は、まず村の農業公社に相談。公社がその農地を「パッケージ」として、

拡大意欲のある若手や経営体に公募をかけます。 

• メリット: 出し手と受け手の直接交渉を排除することで、「条件の良い農地だけが貸し出される」という

事態を防いでいます。 
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〇新潟県上越市：地域コミュニティ主導モデル 

上越市は、集落営農組織が非常に強く、地域計画の策定を「自分たちの農地をどう守るか」の自衛策とし

て捉えています。 

• 予約の仕組み: 集落ごとに「農地利用調整員」を配置。誰がいつ辞めるかを「集落の共有情報」とし、「こ

の区画は将来、隣の A 法人が引き受ける」という予約を、地域計画の「目標地図」にダイレクトに反映

させます。 

• メリット: 2％しかいない担い手に対し、「無理のない範囲で、どの順番で引き受けてもらうか」の優先順

位を地域全員で合意しています。 
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10.営農意向調査票（個人経営体用、法人・集落営農用） 
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